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 このたび、別添のとおり岡山県警察自転車防犯登録事務取扱要綱を制定し、平成 22 年

4 月 1 日から施行することとしたので、適正な運用に努められたい。 

 なお、自転車防犯登録の実施について(通達)(平成 10 年 12 月 22 日岡生企第 473 号、

岡地第 800 号、岡交企第 382 号、岡情第 192 号例規)は、廃止する。 

 別添 

 岡山県警察自転車防犯登録事務取扱要綱 

1 目的 

この要綱は、自転車防犯登録事務の取扱いについて必要な事項を定め、その適正な

運用を図ることを目的とする。 

2 準拠 

自転車防犯登録事務の取扱いについては、自転車の安全利用の促進及び自転車等の

駐車対策の総合的推進に関する法律(昭和 55 年法律第 87 号)、自転車の防犯登録を行

う者の指定に関する規則(平成 6 年国家公安委員会規則第 12 号。以下「規則」とい

う。)その他に定めがあるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

3 用語の意義 

この要綱において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ次に定めるところによる。 

(1) 防犯登録 自転車の盗難予防と被害回復に資するため、自転車を利用する者の氏

名又は名称及び住所、車体番号、車体の形状その他当該自転車の同一性を認識する

ために必要な事項について、指定団体が行う登録をいう。 

(2) 指定団体 規則に基づき、岡山県公安委員会が指定した防犯登録を行う団体をい

う。 

(3) 防犯登録所 自転車を利用する者の申出により、自転車防犯登録カード(以下

「登録カード」という。)を作成し、自転車に自転車防犯登録番号標を貼付する業務

を行う指定団体の会員である自転車販売店等をいう。 

(4) 変更 

登録カードの内容のうち、当該自転車を利用する者の氏名若しくは名称、住所又

は電話番号を変更することをいう。 



(5) 削除  

防犯登録を削除することをいう。 

4 防犯登録の推進 

警察署長(以下「署長」という。)及び生活安全部生活安全企画課長(以下「生活安全

企画課長」という。)は、防犯登録を推進するため、市町村等の関係行政機関、指定団

体等と連携し、自転車を販売し、又は利用する者に対し、防犯登録の義務化について

広報啓発活動を行うものとする。 

5 データの入力 

生活安全企画課長は、指定団体から登録カードのデータの送付を受けた場合は、汎

用電子計算機に入力するために必要な措置を講じた後、警務部情報管理課長(以下「情

報管理課長」という。)に入力を依頼すること。 

6 データの変更及び削除 

生活安全企画課長は、指定団体から変更通知書又は削除通知書のデータの送付を受

けた場合は、必要な措置を講じた後、速やかに情報管理課長に送付し、情報管理課長

は、受領したデータの内容に基づき、汎用電子計算機に登録されたデータの変更又は

削除を行うこと。 

7 市町村からデータの提供を求められた場合の措置 

生活安全企画課長及び署長は、市町村の条例で定めるところにより、市町村長から

撤去した放置自転車に関するデータの提供を求められた場合は、返還事務に必要な最

小限の範囲で速やかに回答し、返還事務以外の目的に使用しないよう指導するととも

に、処理結果を明らかにしておくこと。 

8 情報の守秘 

職員は、防犯登録に関する情報の内容をみだりに他人に知らせてはならない。 

9 データの保存期間 

汎用電子計算機に登録したデータは、原則として登録後 10 年間保存すること。 

10 実施要領等の周知 

指定団体が定める防犯登録の実施要領及び個人情報保護規程は職員へ周知する。 


